
公共事業の構想段階における公共事業の構想段階における
    計画策定プロセスガイドラインの概要 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 



これまでの取り組み 

国土交通省では ２００３年６月に『国土交通省所管の公共事業の構想段階における住民参 国土交通省では、２００３年６月に『国土交通省所管の公共事業の構想段階における住民参
加手続きガイドライン』を策定し、計画策定者からの積極的な情報公開・提供等を行うことにより
住民参画を促し、住民・関係者等との協働の下で、事業の必要性等について適切な判断を行う
など より良い計画となるよう取り組んできたなど、より良い計画となるよう取り組んできた。
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新たなガイドラインの策定 

 計画づくりにあたっては、社会面、経済面、環境面等の様々な観点か
ら総合的に判断していく必要があり、これらを適切に実施するためには、
住民 関係者等の理解と協力が不可欠であり 計画策定プロセスを住民・関係者等の理解と協力が不可欠であり、計画策定プロセスを、
より透明性を持ったものにしていくことが求められている。 

 国土交通省においては、これまでの取り組みや各事業における事例
等を基に、公共事業の構想段階における計画策定プロセスのあり方に
ついて、標準的な考え方を示すことにより、透明性、客観性、合理性、
公正性を向上させ より良い計画づくりに基づく 円滑な社会資本整備公正性を向上させ、より良い計画づくりに基づく、円滑な社会資本整備
を推進することを目的として、 
『公共事業の構想段階における計画策定プロセスガイドライン』
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『公共事業の構想段階における計画策定プロセスガイドライン』 
を２００８年４月に策定。 



■公共事業の計画に求められる要件 

計画に求められる要件 計画策定プロセスへの反映

計画自体が適切国 客観的、合理的判断を得

計画に求められる要件 計画策定プロセスへの反映 

計画自体が適切
（客観的、合理的な計
画） 

民
の
理

客観的、合理的判断を得
る仕組みが必要 
（⇒「技術・専門的検討」

 理
解
を

を実施） 

プを
得
る

計画策定プロセスの透
明性、客観性、合理性、
公正性の確保

策定手続きを適切に行う
仕組みが必要 
（⇒「計画検討手順」る

計
画

公正性の確保
（適切な計画策定プロ
セスの実施）

（⇒「計画検討手順」、
「住民参画促進」を実施） 
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画 セスの実施）



■計画確定行為の概念と計画策定プロセスの関係 

計画自体の正当性 
目的設定の合理性 

技術・専門的検討 

手段の合理性

合法性合法性

手続き客観性 

計画確定行為の正当性 

計画手続きの正当性
手続き合理性 

計画 続 性
手続き妥当性 

手続き誠実性住民参画促進 続 誠実性

手続き公正性 
計画検討手順 

5 
※「手続き妥当性概念を用いた市民参画型計画プロセスの理論的枠組み」（屋井鉄雄）を参考に作成 



（１）基本的な考え方（計画策定プロセスの体系） 
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■ガイドラインにおける関係主体の位置づけ

（１）基本的な考え方（計画策定プロセスに関わる主体） 

■ガイドラインにおける関係主体の位置づけ

 基本的に計画策定者が実施すべき事項を定めたものであるが、住民・関係者等、学
識経験者、地方公共団体、関係行政機関等、様々な主体の計画策定プロセスにおけ識経験者、地方公共団体、関係行政機関等、様々な主体の計画策定プロセスにおけ
る関わりを明示した。 
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１）適用事業

（１）基本的な考え方（ガイドラインの運用） 

 １）適用事業 
  ○河川、道路、港湾、空港等の国等が実施する事業 

○国民生活 社会経済又は環境への影響が大きい事業  ○国民生活、社会経済又は環境への影響が大きい事業 
 
２）適用段階 ２）適用段階 

   適用事業に関係する計画で構想段階にあるもの。 
 
 ３）事業の特性・事案の性質・地域の実情等を勘案 

当該事業に最も適した計画策定プロセスになるよう努  →当該事業に最も適した計画策定プロセスになるよう努 
   める。 
 
 ４）実際の個別事業への適用にあたっては、画一的となら 

ないよう柔軟に対応
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  ないよう柔軟に対応。



上 位 段 階 構 想 段 階 詳 細 段 階

■構想段階とは・・・ 

上 位 段 階 構 想 段 階 詳 細 段 階

 

 

 

 

 

 

起点 

道
路
事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

終点 

事
業 

 

広域的な土地利用や交通需要等を踏ま
えて、面的な交通計画、道路網整備に関
する方針を決定する段階 

※起終点や主な経過地を決定

概ねのルートの位置や基本的な道路構造等
を決定する段階 

※2.5～5万分の1のスケールで、幅250～1
㎞程度のルート帯

事業実施の前提となる計画（都市施設の
都市計画等）を決定する段階 

※具体的なルートの位置や構造を決定 

（2 5千分の1以上のｽｹｰﾙ[都市計画（計※起終点や主な経過地を決定 ㎞程度のル ト帯 （2.5千分の1以上のｽｹｰﾙ[都市計画（計
画図）]） 

 

 

 

 

 

 

ダム 

河
川
事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
遊水池 河川改修 

事
業 

 

 

長期的な視点に立った河川整備の基本
的な方針を決定する段階 

※主要地点の基本高水 計画高水流量

 

２０～３０年後の河川整備の目標を決定する
段階 

※ダム 遊水池 河川改修等 個別事業の

 

 

個別事業の詳細設計を実施する段階 
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※主要地点の基本高水、計画高水流量
等を決定 

※ダム、遊水池、河川改修等、個別事業の
具体的な整備の内容（位置・規模等）を決定 



計画策定者は 構想段階における計画策定プ セスが透

（２）計画検討手順 

 計画策定者は、構想段階における計画策定プロセスが透
明性、客観性、合理性、公正性をもって適切に行われるよう、
次の３点に留意して計画検討を進める次の３点に留意して計画検討を進める。
 

①計画検討手順の事前の明確化  ①計画検討手順の事前の明確化
  ②住民参画促進及び技術・専門的検討との連携 

③事業特性や地域特性を踏まえた検討  ③事業特性や地域特性を踏まえた検討

【参考】計画検討手順の配慮事項の例【参考】計画検討手順の配慮事項の例 
 ○実施手順や検討に用いる方法などが法に合致しているか。 
 ○実施された手順が第三者から見て公正に行われているか。実施 見
 ○他の地域、事業に行われたとしても、妥当と思える手続きになっているか。 
 ○手順、具体的な進行方法が合理的に運営されているか。 
○各立場からの意見が十分くみ上げられた上で、決定されているか。
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 ○各立場からの意見が十分くみ上げられた上で、決定されているか。
 ○住民・関係者等との双方向コミュニケーションが機能しているか。 



計画検討を開始する際に 下記を公表計画検討手順

（２）計画検討手順（計画検討の発議） 

計画検討の発議 

計画検討を開始する際に、下記を公表。
 

○当該該事業の目的

計画検討手順 

      ○当該該事業の目的
 

       ○検討の進め方 事業の必要性と 
課題の共有 

       ○スケジュール など 
複数案の設定 

評価項目の設定 
（社会面・経済面・環境面等） 

住民 関係者等にと て 下記が明確化
複数案の比較評価 

住民・関係者等にとって、下記が明確化 
 

    ○事前の準備 

計画案の選定 

    ○今後検討すべきこと 
 

11 計画の決定 
 

計画検討手順の効率的な進行 



以 に 住民 関係者等と早 段階 共有計画検討手順

（２）計画検討手順（事業の必要性と課題の共有） 

計画検討の発議 

以下について住民・関係者等と早い段階で共有。 
 
○当該事業の必要性

計画検討手順 

事業の必要性と 
課題の共有 

○当該事業の必要性 
 

 ○当該事業を実施するにあたっての課題 
 

○当該事業を行わない とによる将来 の影響

複数案の設定 

○当該事業を行わないことによる将来への影響 

評価項目の設定 
（社会面・経済面・環境面等）  上位計画で確認された必要性について、構想段 

階でも必要性を再確認

複数案の比較評価 

階でも必要性を再確認。
 

 この段階で把握した意見は、後の段階において 

計画案の選定 

も有効活用。
 

 必要性と課題の共有 ≠ 全て合意

12 計画の決定 



複数案の設定において 以下の点を考慮計画検討手順

（２）計画検討手順（複数案の設定） 

複数案の設定において、以下の点を考慮。
 

○事業の目的が達成できる案
計画検討の発議 

計画検討手順 

○事業の目的が達成できる案
 

 ○社会面、経済面、環境面等の様々な観点を考慮 
 

○住民 関係者等の関心事

事業の必要性と 
課題の共有 

○住民・関係者等の関心事
 

 ○事業を行わない案 複数案の設定 

評価項目の設定 
（社会面・経済面・環境面等）  課題解決と社会資本整備という目的を混同しない。 

複数案の比較評価 
 事業の目的達成のみならず、様々な観点へ配慮。 
 

他の施策の組合せ等により事業の目的が達成さ

計画案の選定 

他の施策の組合せ等により事業の目的が達成さ 
 れる場合もある。 
 

事業を実施しないことが現実的でない場合も
13 計画の決定 

事業を実施しないことが現実的でない場合も、  
 事業を実施した場合との比較のための参考とする。 



計画検討手順

（２）計画検討手順（評価項目の設定） 

計画検討の発議 
評価項目の設定においては、以下の点を考慮。 

計画検討手順 

事業の必要性と 
課題の共有 

 

○事業の目的の達成度合を評価 
   

○社会面、経済面、環境面等の様々な観点から評価 

複数案の設定 

○社会面、経済面、環境面等の様 な観点から評価
   

○住民・関係者等の関心事 
 

評価項目の設定 
（社会面・経済面・環境面等） 

複数案の設定と評価項目の設定は密接

複数案の比較評価 

複数案の設定と評価項目の設定は密接
 

計画案の選定 
 必ずしもどちらかが先に決まるというものではない 

14 計画の決定 



○地域や事業の特性等に応じ多様な観点から複数計画検討手順

（２）計画検討手順（複数案の比較評価） 

○地域や事業の特性等に応じ多様な観点から複数
案の優位性を評価。 
 

○正確な資料 デ タ等に基づき 分かりやすい図
計画検討の発議 

計画検討手順 

○正確な資料・データ等に基づき、分かりやすい図
示、比較評価表等を用い、客観的な整理・表現。 事業の必要性と 

課題の共有 

複数案の設定 

 多くの複数案が設定された場合、同時に比較評価 
 することは費用や時間の面で非効率 

評価項目の設定 
（社会面・経済面・環境面等） 

 
 

①「評価項目の設定」と「複数案の比較評価」を

複数案の比較評価 

①「評価項目の設定」と「複数案の比較評価」を
  繰り返す 

②最初に基本的な構成について比較評価し、

計画案の選定 

評価結果を ポ トや 子 まとめ 後 段階

②最初に基本的な構成について比較評価し、
  段階的に案を絞り込んだ後、詳細に比較評価 

15 計画の決定 

評価結果をレポートや冊子にまとめ、後の段階で 
 有効活用 



計画検討手順 以下の点に留意して 選定の結果やその理由を説

（２）計画検討手順（計画案の選定・決定） 

計画検討の発議 

計画検討手順 以下の点に留意して、選定の結果やその理由を説
明する。 

事業の必要性と 
課題の共有 

   

 ○複数案の絞り込み方法 
  

○特に重視した観点や項目 重視した理由

複数案の設定 

○特に重視した観点や項目、重視した理由
   

 ○真摯な対応 
   

評価項目の設定 
（社会面・経済面・環境面等） 

 ○配慮・留意事項等 

複数案の比較評価 

 計画策定者は、自らの責任の下、計画を決定し 
 速やかに公表。 

計画案の選定 

16 計画の決定 



①計画検討手順の管理

（２）計画検討手順（留意事項） 

①計画検討手順の管理
  

 ○期限を定めることなく検討を行うと、検討が長期にわたり過度な負 
担が発生するお れ  担が発生するおそれ。

  → 計画策定の期限や主要な段階の時期を設定 
 

○期限を定めても 強引に次の手順に進まず 残された問題点を整 ○期限を定めても、強引に次の手順に進まず、残された問題点を整 
  理 
 

 
②地方公共団体との連携 
 

○地方公共団体と 様々な観点から十分な意見交換と調整を行い ○地方公共団体と、様々な観点から十分な意見交換と調整を行い、 
  協力する。 
 
 ○計画検討手順において、下記の役割を地方公共団体に期待。 
 

17 
  ・地域の状況を鑑み、総合的な判断を行う。 



双方向 ミ ケ シ ンとなるように 次の点に留意

（３）住民参画促進 

双方向コミュニケーションとなるように、次の点に留意。
 
①住民参画の進め方について早期に公表すること ①住民参画の進め方について早期に公表すること

  →住民・関係者等が議論に参加するための準備を行える 
②計画策定者から積極的に情報提供を行うこと ②計画策定者から積極的に情報提供を行うこと

  →住民・関係者が正しい情報を共有することが、適切な結論を導く 
ことにつながる    ことにつながる

 ③住民・関係者等に対し、適切な参画の機会と期間を確保 
すること  すること 

  →住民・関係者等の様々な意見を把握する上で必要不可欠 
④住民・関係者等からの意見・質疑等に対し、真摯に対応 ④住民 関係者等からの意見 質疑等に対し、真摯に対応 

  すること 
→計画を策定していく上で計画策定者として当然の責務
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  →計画を策定していく上で計画策定者として当然の責務



那覇空港においては、ＰＩを導入して構想段階の検討を進めてきた。ＰＩ開始に先立ち住民参画をどの

■住民参画の進め方を早期に公表した例 

 那覇空港においては、ＰＩを導入して構想段階の検討を進めてきた。ＰＩ開始に先立ち住民参画をどの
ような形態、スケジュールで実施するかなどについて、できる限り早い段階で公表した。 
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当該事業にかかわる住民 関係者等の対象範

（３）住民参画促進（住民・関係者等の対象範囲の把握） 

当該事業にかかわる住民・関係者等の対象範
囲を適切に把握する。 

住民参画促進 

 
  ①事業の特性 

住民・関係者等の対象範
囲の把握 

 
  ②地域の特性 

  ③関連事業の有無 コミュニケーション 
手法の選択 

  ④事業による影響（受益・負担）の範囲 
 
  ⑤事業への関心 
 段階に応じた 

双方向コミュニケーション 

20 
の実施 



■対象範囲の設定例 

法的に 
認められた権者 

土地の所有権、事業権など補償制度が整備された権利を
有している者 

周辺住民 

当該社会資本の周辺に居住している住民。“社会資本から
の直接的環境影響”などによって影響を受ける者。マイナ
ス面の要因だけでなく環境改善効果などの影響を受けるこス面の要因だけでなく環境改善効果などの影響を受けるこ
ともある。 

当該社会資本から直接影響を受けるわけではないが 何ら
一般市民 

当該社会資本から直接影響を受けるわけではないが、何ら
かの関心・意見を有している者。NPO団体なども含まれる。 

利 者 当該社会資本を直接利 する 能性 ある者利用者 当該社会資本を直接利用する可能性のある者。

受益者 当該社会資本整備により何らかの形で便益を得る者。受 該 資 便 。

負担者 当該社会資本整備により何らかの形で負担を被る者。 

21 その他 企業、地方自治体、関係行政機関 



■アンケート調査の際に利害関係者の対象範囲を明確に定義した事例 

淀川左岸線延伸部の構想段階にお 淀川左岸線延伸部の構想段階にお
ける計画策定では、事業を開始する
前に利害関係者の対象範囲を明確
に区分してアンケートを実施したに区分してアンケ トを実施した。
 
 具体的には、広報やアンケート調
査等において、利害関係者（「市民」、査等において、利害関係者（「市民」、
「道路利用者」、「事業所」）の対象範
囲を明確に定義し公表した。 
 
 これらのうち「市民」は「沿道地域」
（大阪市（北区、都島区、旭区、城東
区、鶴見区）、守口市、門真市）と「周
辺地域」（大阪市（上記５区除く）、府
下１６市（図参照）、伊丹市、尼崎市）
とし、「道路利用者」は「広域」（大阪

び府域及びその周辺地域）としている。
 
【参考URL】 
htt // kk lit j /k /
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http://www.kkr.mlit.go.jp/kansen/yu
ushikishaiinkai/ 



（３）住民参画促進（コミュニケーション手法の選択） 

ミ ニケ シ ン手法の選択においては住民参画促進 コミュニケーション手法の選択においては、
次の点を考慮。 

住民・関係者等の対象範
囲の把握 

 
①コミュニケーションの目的① ケ シ 目的

 
②対象者

コミュニケーション 
手法の選択 

②対象者
 
③コミュニケーション手法の特性③ 法 特性

 
④予算や時間とのバランス

段階に応じた 
双方向コミュニケーション 

④ 算 時間 ラ
 
 

23 
の実施 



方向性 ミ ケ シ ン手法の例 主な対象者

■コミュニケーション手法の例 

方向性 コミュニケーション手法の例 主な対象者

広報資料（ニュースレター等） 配布地域の住民 
新聞・雑誌等 一般市民 

情 
報 
提 
供

マス・メディア（テレビ、ラジオ等） 一般市民 
ホームページ 関心者 
メ リング リスト 関心者供 メーリング・リスト 関心者

インフォメーション・センター インフォメーション・センター 
 （地元住民、一般市民） 

関係地域 団体 代表者等 リ グ 関係地域 住民 関係団体等
意 
見 
把 
握

関係地域・団体の代表者等へのヒアリング 関係地域の住民、関係団体等

アンケート（ハガキ、ＨＰ等） 関係地域の住民、関心者等 
ＦＡＸ、フリーダイヤル、Ｅメール 一般市民

握 
パブリック・コメント 関心者等 
関係地域で開催される説明会・公聴会等 関係地域の住民、関係者、関心者等 
協議会 座談会 地権者 地元住民等

意
見
整
理

 

対
応
の
公
表

協議会、座談会 地権者、地元住民等

関係者・関心者等の代表によるワークショップ 関係者、関心者等 
関係地域で開催されるオープンハウス 関係地域の住民等 

24 

理 表 関係地域で開催されるイベントへの参加 一般市民等 
フォーラム、シンポジウム 一般市民等 



適切な段階毎に 以下の点を適切に実施

（３）住民参画促進（段合いに応じた双方向ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの実施） 

適切な段階毎に、以下の点を適切に実施。
 
○情報提供

住民参画促進 

○情報提供

適切な時期、方法により住民・関係者等に積極
的に提供。 

住民・関係者等の対象範
囲の把握 

 
○意見把握 
住民 関係者等が当該計画に関して有している住民・関係者等が当該計画に関して有している
意見の把握。 
なお 計画案に対して適切に検討する期間及

コミュニケーション 
手法の選択 

なお、計画案に対して適切に検討する期間及
び意見を述べる機会を確保。 
 
○意見の整理と対応の公表 
 把握した意見を整理し、結果を公表。 

意見に対していかに対応したか公表し 説明

段階に応じた 
双方向コミュニケーション 
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意見に対していかに対応したか公表し、説明。 の実施 



■コミュニケーション実施時の考慮事項 

計画検討手順 対象 方向性 条件・制約等 

①計画検討の発議 一般市民 情報提供 広域、迅速①計画検討の発議 般市民 情報提供 広域、迅速

②計画の必要性と  
課題の共有

一般市民 
関心者

情報提供 広域、 
わかりやすさ 課題の共有 関心者 わかりやすさ 

③複数案の設定 
④評価項目の設定

地元住民 
関心者

意見把握
情報量が多い、 
わかりやすさ④評価項目の設定 関心者

意見把握
わかりやすさ 

⑤複数案の比較評価
地元住民 意見整理・ 情報量が多い、 

⑤複数案の比較評価
関心者 対応の公表 わかりやすさ 

⑥計画案の選定 地元住民
意見整理・

直接的 反応⑥計画案の選定 地元住民
意見整理
対応の公表 直接的、反応 

広域
26 

⑦計画の決定 一般市民 情報提供 広域、
わかりやすさ 



■双方向コミュニケーションに配慮した事例 
 横浜環状北西線では、横浜環状北西線有識者委員会において、計画検討の流れと双方向コミュニ

体ケーションの具体的活動を公表している。

【参考URL】 http://www.ktr.mlit.go.jp/yokohama/nwline/ 
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■住民意見の整理と対応を説明した事例 
 横須賀港港湾計画の改訂（案）では、横須賀市が意見募集を行い、集計結果と横須賀市の考え方を
公表している。 
 意見募集の結果、計画の一部を修正し、修正した結果（最終案）、最終案策定の考え方についてもイ 
ンターネット上で公表している。 
【参考URL】 http://www city yokosuka kanagawa jp/cof/049/index html【参考URL】 http://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/cof/049/index.html
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（３）住民参画促進（留意事項） 

①地方公共団体との連携 
 住民参画において、下記の役割を地方公共団体に期待。 
 
 ○地域の代表として住民参画の進め方について計画策定者と協議・ 

調整を行う立場  調整を行う立場。
 

 ○計画策定者とともに、住民参画を促進する役割 
 
 
②住民参画の円滑な実施

 双方向コミュニケーションが適切かつ円滑に進むためのルール作り
や環境整備。 
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■住民参画促進のためのルールを作った事例 

多摩 流域懇談会（ 年 設立） は 計 策定者 住 関係者 多摩川流域懇談会（1998 年12 月19 日設立）では、計画策定者と住民・関係者
等と「ゆるやかな合意」を目指すために計画策定プロセスの当初段階でコミュニ
ケーションのルールを定め公表した。
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（４）技術・専門的検討 

 計画策定手順が、技術的・専門的知見に基づき合理的か
どうかについて根拠を与える。

 検討にあたり、それぞれの分野ごとに以下の点が異なることに 
 留意
 ・データの取扱い方 

分析方法 ・分析方法 
 ・評価方法 
 
 必要に応じ、専門家から意見聴取をおこなう。 
 ※ヒアリング方式や検討方式等が考えられる。 

 技術・専門的検討は計画自体が適切であることを確保する取り組み 

31 
 で、本ガイドラインにて新たに明確化した。 



以下のような検討の枠組みをあらかじめ決定

（４）技術・専門的検討（技術・専門的検討内容の整理） 

以下のような検討の枠組みをあらかじめ決定。 
 

○検討を実施するために必要となる調査技術・専門的検討内容

技術・専門的検討 

 ○検討を実施するために必要となる調査 
 
  ○検討すべきデータの範囲 

技術 専門的検討内容
の整理 

 
  ○検討の手法、体制等 技術・専門的検討の実施 

各検討項目の評価等 

32 
検討結果の公表 



検討の実施に当たり 次の点に留意

（４）技術・専門的検討（技術・専門的検討の実施） 

検討の実施に当たり、次の点に留意。
 
①資料・データ等技術・専門的検討内容

技術・専門的検討 

①資料 デ タ等 
 ○入手可能な範囲で適切なもの 
  ※後の段階への配慮も必要 

技術 専門的検討内容
の整理 

 

 ○既存の文献や調査データを積極的に活用 
  

○必要に応じて追加調査を実施
技術・専門的検討の実施 

○必要に応じて追加調査を実施
 
②分析手法 
 ○資料・データ等の制約、分析精度等を勘案 
  の上、適切な分析手法、項目を選定。 
 

各検討項目の評価等 

 ○分かりやすい項目や指標を設定。 

33 
検討結果の公表 



各検討項目の評価に当た ての配慮事項

（４）技術・専門的検討（各検討項目の評価等） 

各検討項目の評価に当たっての配慮事項
 

○定量的な指標を用いて評価を実施技術・専門的検討内容

技術・専門的検討 

○定量的な指標を用いて評価を実施
 

 ○客観的な判断基準の設定 

技術 専門的検討内容
の整理 

技術・専門的検討の実施 

 検討結果については検討の前提条件や検討
過程に いても併せて公表する

各検討項目の評価等 

過程についても併せて公表する。

34 
検討結果の公表 



（４）技術・専門的検討（留意事項） 

①地方公共団体との連携 
 

 ○技術・専門的検討において、下記の役割を地方公共団体に期待。 
 
   ・地域の様々な情報に関する専門的役割 
 
 ○地方公共団体と協力し、地方公共団体の有する、当該地域におけ 

る様々な資料・データ等を有効活用  る様々な資料 デ タ等を有効活用。 
 
 
②関係行政機関に対する意見聴取 
  

 必要に応じ、以下の点に留意して関係行政機関等から意見聴取。 
 

 ○関係行政機関等の計画との整合性 
 

○関係行政機関等所掌の専門分野への影響
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 ○関係行政機関等所掌の専門分野への影響



計画策定者は 必要に応じて 構想段階の計画策定プロセスにおけ

（５）委員会等 

 計画策定者は、必要に応じて、構想段階の計画策定プロセスにおけ
る「計画検討手順」、「住民参画促進」、「技術・専門的検討」に対して客
観的な立場から助言等を行う委員会等を設置。観的な立場から助言等を行う委員会等を設置。
 委員会等の設置にあたり、以下の点に配慮。 
 
 ①役割に応じた適切な検討体制の構築 
   

  ○地域や事業の特性に応じた役割の明確化 
   

  ○役割に応じた幅広い分野からの人選 
 
 ②適切な役割分担 
   

  ○役割毎に別々の委員会等を設置 
   ※複数の役割を一つの委員会等が担当することも考えられる。 

委員会等は 検討状況進行管理や意志決定のための協議会等
36 

 委員会等は、検討状況進行管理や意志決定のための協議会等
 とは異なる。 



（５）委員会等（委員会等の役割） 

委員会等（必要に応じて設置） 

技術 専門的検討に対して 計画検討手順に対して 住民参画促進に対して技術・専門的検討に対して
助言等を行う委員会等 

計画検討手順に対して
助言等を行う委員会等 

住民参画促進に対して
助言等を行う委員会等 

○データや解析手法 
○検討内容・検討過程・ 
 検討結果の妥当性

○手順の進め方 
○各手順及びスケジュー 
ルの管理

○住民参画の進め方 
○適切に行われているか 
の確認検討結果 妥当性 管理 確認

技術・専門的検討 住 民 参 画 促 進 計画検討手順 

※技術・専門的検討に対して助言を行う委員会等は助言や確認に留まらず、計
画策定者の諮問に応じて具体的な検討や提言等を行う等の役割を担うことも考
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画策定者の諮問に応じて具体的な検討や提言等を行う等の役割を担うことも考
えられる。 



（６）その他留意事項 

 

 ①評価結果等の活用 
   

環境影響評価 
 
 

環境影響評価

都市計画手続き 
有効活用 

他の事業 など 
 

評価結果 他の事業 など

データ反映
既往データベース  

 
 

デ タ反映

新データベースの整備 
（地図情報、地質情報、埋蔵文化財等） 

 
 ②事例の蓄積とガイドラインの見直し 
   

具体的事例の収集・蓄積 他の計画策定者への参考 

38 
５年を目途に見直し 


